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 産業集積が興る地域は必ずしも固定的ではなく，企業戦略や政策的誘導によって，集積が興る地域は移

り変わってきた．そうした背景から近年では，企業の拠点の移転を決定づける地域要因の実証的解明を行

う研究が行われてきたが，企業の移転行動をフローとして捉えた上で実証分析を行う研究は数少ない．ま

た，フローデータを分析する際には，フロー間の空間従属性によって推定の信頼性が低下する問題が起き

ることが指摘されており，空間統計学的手法を用いた，問題への明示的考慮を行うことが必要である． 

 本研究では，2006年から2014年の期間に行われた，都道府県間工場移転についてのデータを重力モデル

を用いて分析することで，移転先の地域要因と移転元の地域地域要因の両方が，工場の転出及び転入に対

していかなる影響を与えたかについての考察を行う．同時に，固有ベクトル空間フィルタリングをモデル

に適用することで，フロー間に生じる空間従属性が，産業の移転行動に与える影響についても考察を行う． 
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1. はじめに 

 

 Marshall (1890)
1)
 によってその枠組みが提唱されて以降，

産業集積は現代に至るまで地域科学における中心的なテ

ーマであり，これまで理論と実証の両面から研究の蓄積

が行われてきた．また，企業は生産活動を行う上で，よ

り有利な資源や環境が存在する立地を常に追い求めるた

め，そうした集積が存在する場所は完全にひとつに固定

されず，地域をまたいで場所の移転が起こることも指摘

されている (Yamamura, Sonobe and Otsuka, 2003)
2)． 

加えて，日本の地域産業振興政策では，地域格差是正や

雇用の創出，産業集積の形成を図る目的から，現在に至

るまで産業の地方移転政策がそのひとつの手段としてと

られてきた (日本立地センター, 2014)
3)． 

こうした背景から，企業の拠点の移転動態を定量的に明

らかにすることは，地方における今後の産業立地や産業

集積を展望する上で極めて基本的な課題であると言える． 

 企業の拠点の移転に関する実証分析は，Carlton (1983)
4)
 

により，生産関数アプローチに基づいて，計量経済学的

に産業立地選択の分析を行う手法が確立されて以降，世

界的にも広く行われてきた (Arauzo-Carod, Liviano-Solis and 

Manjón-Antolín, 2010)
5)． 

 日本を対象とした研究事例としては，岩崎ら (1995)
6)
 

による，首都圏を対象として移転工場の立地要因分析を

分析した研究や，松浦 (2015)
7)
 による，地域企業の生産

性が企業本社の移転に与える効果を分析した研究がある． 

 しかし，そうした移転分析で考慮される地域要因は移

転先の地域要因のみであることが殆どであり，企業の拠

点の移転をフローのデータとして捉えた上で，移転元の

地域属性に対しても考慮を行った移転分析の研究事例 

(Arauzo-Carod, Manjón-Antolín and Martínez, 2015, Castellani, 

Jimenez and Zanfei., 2013)
8) 9) は未だ乏しい． 

 また，地域間フローデータの分析には，古くから重力

モデルが用いられてきたが，伝統的な重力モデルでは，

フロー観測値は互いに独立であるという仮定の下でパラ

メータ推定を行うため，フロー観測値間の相関に起因す

る空間従属性が存在する際には，推定の信頼性が低下す

るという問題が指摘されてきた (Curry, 1972)
10)．拠点の移

転という事象に対して，こうした問題に対する考慮を行

った研究も  Martínez, Manjón-Antolín and Arauzo-Carod 

(2014)
11)

 を除いては存在せず，未だ研究の余地は大きい． 

 そこで本研究では，拠点移転行動をフローデータとし

て捉え，移転先の地域要因のみならず，移転元の地域要

因も考慮することにより，拠点が移転する際の経路を明
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示化した，日本における企業の拠点の移転要因分析を行

う．その際，伝統的な重力モデルに空間統計学的アプロ

ーチを組み合わせるという方法をとることによって，空

間従属性への考慮を行う．それにより，日本における拠

点の移転動態，延いては地域間での産業集積の移転傾向

を解明する上での示唆を得ることを最終的な目標とする． 

 

2. 分析に用いるデータ 

 

(1) 企業の拠点の移転に関するフローデータ 

 現在，日本での企業の拠点の移転動態を把握できる代

表的統計には，経済産業省により毎年行われている「工

場立地動向調査」がある．調査対象となるのは，製造業，

電気業，ガス業，熱供給業の用に供する工場または研究

所を建設する目的をもって，1000 平米以上の用地を確

保した事業者による設備投資計画である．今回の分析で

は，同調査の個別表のひとつである，移転立地企業の移

転元・移転先地域別移転件数（都道府県別）を用いる． 

2002 年において製造業内中分類の一部が他の大分類へ

と移されたことと，国勢調査ベースの説明変数が分析に

用いられることから，本分析では，2006 年から 2014 年

の都道府県間移転件数の合算値を被説明変数に用いる． 

 なお本分析においては，都道府県間移転にのみに着目

し，地域間距離についての定義が難しい同都道府県内で

の移転行動については，その分析対象から除外する． 

 表 1は，都道府県間移転件数を地方ごとに集計した地

方間移転件数の OD表である．やはり，同地方内での移

転件数が極めて多いことが示されているが，関東→東北

の件数と，関東→中部の件数は，同地方内移転よりもボ

リュームが大きいという興味深い結果も示されている． 

 

(2) 地域要因を説明する変数 

 本分析では，岩崎ら (1995) を参考に，表 2に挙げる説

明変数を用いる．データ観測時点は全て 2005 年である． 

 

表-1 8地方別県外移転件数の OD 表 

移転元＼移転先 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 転出計 

北海道 - 0 0 0 0 0 0 0 0 

東北 0 3 8 2 0 0 1 0 14 

関東 0 8 158 29 1 0 0 3 199 

中部 2 2 3 24 8 0 0 1 40 

近畿 0 0 5 5 102 6 0 0 118 

中国 0 0 0 0 0 12 0 1 13 

四国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

九州 0 1 0 0 0 2 0 12 15 

転入計 2 14 174 60 111 20 1 17 399 

 

表-2 説明変数の定義 

説明変数 算定方法 データ出典 

距離 

(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑖𝑗) 
都道府県庁間の直線距離 （km） 国交省「国土数値情報」 

所得 1人当たり県民所得（千円） 内閣府「県民経済計算」 

生産性 

(𝑃𝑟𝑜𝑑𝑖) 

𝑃𝑟𝑜𝑑𝑖 = 𝐴𝑑𝑣𝑎𝑙𝑖 𝑒𝑛𝑔𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖
⁄  

𝐴𝑑𝑣𝑎𝑙𝑖：都道府県 𝑖 の製造業付加価値額（百万円） 

𝑒𝑛𝑔𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖
：都道府県 𝑖 の製造業従業者数（人） 

経産省「工業統計調査」 

（対象は従業員 4人以上の事業所） 

地価 地目別平均地価（円/m2） 経産省「工場立地動向調査」 

特化係数 

(𝐿𝑄𝑖) 

𝐿𝑄𝑖 = 𝑠𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖 𝑠𝑖⁄  

𝑠𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖 = 𝑒𝑛𝑔𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖
∑ 𝑒𝑛𝑔𝑖𝑘

𝑘
⁄ , 𝑠𝑖 = ∑ 𝑒𝑛𝑔𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖

𝑖
∑ ∑ 𝑒𝑛𝑔𝑖𝑘

𝑘𝑖
⁄  

𝑒𝑛𝑔𝑖𝑛𝑑𝑢𝑠𝑖
：都道府県 𝑖 の製造業就業者数（人） 

𝑒𝑛𝑔𝑖𝑘：都道府県 𝑖 の産業 𝑘 に属する就業者数（人） 

総務省「国勢調査」 

密度 

(𝐷𝑒𝑛𝑠𝑒𝑖) 

𝐷𝑒𝑛𝑠𝑒𝑖 = 𝑃𝑙𝑎𝑛𝑡𝑖 𝐿𝑎𝑛𝑑𝑖⁄  

𝑃𝑙𝑎𝑛𝑡𝑖：都道府県 𝑖 の製造業事業所数（件） 

𝐿𝑎𝑛𝑑𝑖：都道府県 𝑖 の可住地面積（ha） 

経産省「工業統計調査」 

総務省「統計でみる都道府県のすがた」 

IC 距離 各市区町村役場から最寄りの IC までの直線距離の中央値（km） 国交省「国土数値情報」 

市場規模 

(𝐴𝐶𝐶𝑖) 

𝐴𝐶𝐶𝑖 = 𝐺𝐷𝑃𝑖 + ∑ 𝐺𝐷𝑃𝑗
𝑗≠𝑖

𝐷𝑖𝑠𝑡𝑖𝑗
2⁄  

𝐺𝐷𝑃𝑖：都道府県 𝑖 の総生産（百万円） 

内閣府「県民経済計算」 
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 まず，距離については，値が大きいほど設備の移転費

用が掛かり，かつ，移転元で築いた既存の取引先企業と

のコネクション維持に困難が生じるため，移転件数の大

きさに負の影響を与えると想定される． 

 地域からの工場転出に正の影響を与えうると想定され

る変数は，所得の大きさ，地価の高さ，IC 距離の大き

さである．なぜならば，これら値が大きいほど操業上の

費用がかさむからである．それゆえ，工場転入にはこれ

ら値の大きさは逆に負の影響を与えると想定される． 

 また，密度についても，一定以上事業所の密度が大き

くなってしまうと，工場設備の拡張の為の用地取得が困

難になると考えられるため，その値が大きさは転出に正

の影響を与えると想定される．それと同時に，事業所の

密度がある程度低く，過密化がそこまで進んでいない地

域へと工場転入が起こると考えられるため，その値の大

きさは転入へ負の影響を与えると想定される． 

 生産性の高さは，生産性の高い企業の参入効果を発生

させる一方，生産性の低い企業の退出効果も発生させる

ことが考えられる．それゆえ，ここでは発着地両方につ

いての符号条件の予想は行わない． 

 一方，特化係数，市場規模については，転出元・転出

先の両地域共にそれなりの産業・経済規模が無い場合は，

両地域には工場は多く立地せず，それゆえ地域間での移

転も多くは発生しないと考えられるため，転入と転出両

方に正の影響を与えることが想定される． 

 

3. 分析に用いるモデル 

 

(1) 重力モデル 

 フローデータの分析においてはこれまで，下に示すよ

うな対数正規重力モデルが伝統的に用いられてきた． 

ln 𝑦𝑂𝐷 = ln 𝑠 + 𝜂 ln 𝑥𝑂 + 𝜆 ln 𝑥𝐷 − 𝛿 ln 𝑑 + 휀 (1) 

𝑦𝑂𝐷 はフロー量， 𝑥𝑂  と 𝑥𝐷  は各々発地及び着地の説明

変数，𝑑 は距離，휀 は誤差項，𝑠, 𝜂, 𝜆, 𝛿 は係数パラメー

タを表している． 

 一方，0 を多く含む件数フローデータに対数正規重力

モデルを適用する際には，対数の性質が原因となり，本

来 0であるフロー量に対してアドホックな微小値を加え

た上で推定を行わざるを得ない点や，離散型のデータに

対して連続型の誤差構造を仮定してしまうこと点から適

切なモデリングではないことが Flowerdew and Aitkin 

(1982)
12)

 によって指摘されている．そうした問題への対

処として同研究では，件数フローデータを扱う際に，ポ

アソン回帰をベースとしたポアソン重力モデルを用いる

ことを提唱している． 

 しかし，ポアソン重力モデルは，件数フローデータの

期待値と分散が等しいという仮定に基づくモデリングで

あるため，分散が期待値よりも大きい過分散なデータに

対して用いた際には，説明変数の有意性を過大評価する

問題が生じる (Hilbe, 2011)
13)．そうした理由から，近年の

件数フローデータ分析では，過分散の問題を考慮するこ

とができる負の二項重力モデルを用いることが多い 

(Burger, Van Oort and Linders, 2009)
14)．詳細は後述するが，

今回扱う工場移転フローデータも過分散の傾向を持つた

め，本分析でも負の二項重力モデルによる推定を行う． 

𝑓(𝑦𝑂𝐷) =
𝛤(𝑦𝑂𝐷 + 𝑟)

𝑦𝑂𝐷! 𝛤(𝑟)
(

𝑟

𝜆𝑂𝐷 + 𝑘
)

𝑟

(
𝜆𝑂𝐷

𝜆𝑂𝐷 + 𝑟
)

𝑦𝑂𝐷

 

𝐸(𝑦𝑂𝐷) = 𝜆𝑂𝐷 

𝑉𝑎𝑟(𝑦𝑂𝐷) = 𝜆𝑂𝐷 (1 +
𝜆𝑂𝐷

𝑟
) 

𝑦𝑂𝐷 = 0, 1, 2, ⋯ 

𝜆𝑂𝐷 = 𝛼 ln 𝑥𝑂 + 𝛽 ln 𝑥𝐷 + 𝛾 ln 𝑑 

(2) 

𝜆𝑂𝐷 は 𝑦𝑂𝐷の期待値， 𝛼, 𝛽, 𝛾 は係数パラメータ，𝑟 は過

分散を表す正のパラメータ，𝛤(∙) はガンマ関数である． 

 

(2) フローの空間従属性への考慮 

 ここまで，個々のフロー観測値は空間的に相互独立で

あるという仮定の下での議論を進めてきた．しかし，空

間的なパターンを持つ観察不可能な地域要因が存在する

ことにより，近隣地域とのフロー観測値の相関をコント

ロールできない場合に，空間従属性の問題が生じること

が古くから指摘されている (Chun, 2013)
15)．Curry (1972) に

よれば，空間従属性の問題が存在する場合，パラメータ

推定値にバイアスが生じ，推定結果の信頼性は低下する． 

 そこで本分析では，Fischer and Griffith (2008)
16)

 によって

提案された空間統計学の手法のひとつである ESF (Eigen-

vector Spatial Filtering) アプローチを用いてフローの空間従

属性の問題に対処する．このアプローチは，空間重み行

列の固有ベクトルの一部を説明変数として導入し，空間

従属性を考慮するもので，特別な推定法を要しない． 

 まず，空間重み行列 𝐖 に対して，以下のような変形

を行う．ただし 𝐈 は単位行列，𝟏 は全ての要素が 1の列

ベクトルである． 

𝐌
1

2
(𝐖 + 𝐖′)𝐌, 𝐌 = 𝐈 − 𝟏(𝟏′𝟏)−1𝟏′ (3) 

 次に，変形を行った 𝐖 の固有ベクトル 𝐫𝑝 を得る． 

𝐑 = {𝐫1, 𝐫2, … , 𝐫𝑛} = evec [𝐌
1

2
(𝐖 + 𝐖′)𝐌] (4) 

evec[∙]  は行列 ∙ の固有ベクトルを与える演算子，𝐫𝑝 は

 𝑝  番目に大きい固有値に対応する固有ベクトルを表す． 

 その後， 𝐑 に対して以下に示すような変形を行うこ

とにより，発着地各々に対応する 𝐫 （の集合）を得る． 

𝐑𝑂 = 𝟏 ⊗ 𝐑, 𝐑𝐷 = 𝐑 ⊗ 𝟏 (5) 

 最後に，𝐑𝑂  と 𝐑𝐷 の部分集合を各々発地及び着地の

地域要因として説明変数に加え，𝜆𝑂𝐷  の定式化を行う． 

ln 𝜆𝑂𝐷,𝑚 = 𝐱𝑂𝐷,𝑚
′ 𝛃 + ∑ 𝑟𝑂,𝑚,𝑝

𝑝
𝜃𝑝

+ ∑ 𝑟𝐷,𝑚,𝑞
𝑞

𝜅𝑞 
(6) 
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ここで添え字 𝑚 は 𝑚 番目の OD ペアを表す添え字であ

る．簡便のため，𝑚 番目の OD ペアに対応する発地及び

着地についての説明変数と地域間距離の対数は 𝐱𝑂𝐷,𝑚 

にまとめてある．𝛃, 𝜃, 𝜅 はパラメータを表す． 

 以上の手続きをとることによって，ある地域と近接す

る周辺地域との位置的関係を 1つの変数として取り込む

ことが可能となり，かつ，空間的パターンを持つ，各種

説明変数群によっては考慮することができなかった地域

固有の空間的な効果（以下，空間効果）を考慮できる． 

 同じ方法で，負の二項重力モデルに ESF アプローチ

を適用した分析を行った国内研究事例には，物流センサ

スデータのフロー分析を行った爲季・堤 (2012)
17)

 がある． 

 

4. 実証分析 

 

(1) 分析上の諸設定 

 表3に示すのは，式 (2) に基づき，被説明変数および，

表2で定義した変数の対数を取ったものの基本統計量で

ある．いずれの説明変数についての VIF も5を下回って

おり，多重共線性のリスクは低いと判断される．移転件

数についての基本統計量を見てみると，標準偏差の値か

ら，データは過分散の傾向を持つことが分かる． 

 負の二項重力モデルの最尤推定は，過分散パラメータ

と回帰パラメータの同時決定問題を，両方の値が収束す

るまで反復的に解くことにより行われる． 

 しかし，多数の固有ベクトル (本分析においては94本) 

から変数として用いられるベクトルを選ぶ際に，ステッ

プワイズ法による変数選択を行おうとした場合には，各

ステップにおけるパラメータの収束が達成されないまま

変数選択が強制的に続行され，結果として変数選択の結

果そのものが信頼できなくなる問題が生じる． 

 そこで本研究では，最初に第1固有値の0.50倍以上の

値の大きさを持つ固有値に対応する固有ベクトルを抽出

し，それらを説明変数として全て強制投入して回帰を行

った後，10%水準以下で有意になった固有ベクトルのみ

を変数として残し，再び強制投入して回帰を行うという

ステップを踏んで分析を行うこととした．Griffith (2003)
18)

 

によれば，0.5倍以上という基準は経験的に，空間従属

性を「適度に」コントロールできる基準である． 

 なお，本分析に際しては，𝐖 の (𝑖, 𝑗) 成分 𝑤𝑖𝑗  を，最

近隣5地域との間で隣接関係を結ぶことによって定義し，

各地域の代表点は，各都道府県庁の本庁舎所在地とする． 

 

(2) パラメータ推定結果 

a) 各地域要因についての考察 

 表4に示すのが，パラメータ推定の結果である． 

 最初に，ESF を適用しなかった場合 NB と，ESF を適

用した場合 NB-ESF との推定結果の比較を行う． 

表-3 変数の基本統計量 

変数名 Mean Min Max S.D. VIF 

移転件数 0.185 0.000 36.000 1.510 - 

距離 5.986 2.348 7.721 0.804 1.391 

所得 7.932 7.623 8.552 0.155 4.118 

生産性 2.429 1.763 3.002 0.288 1.894 

地価 9.557 5.733 11.549 0.911 2.480 

特化係数 −0.047 −1.270 0.469 0.347 1.926 

密度 −3.872 −5.711 −1.642 0.785 3.514 

IC 距離 1.881 0.542 3.620 0.534 2.203 

市場規模 15.794 14.540 18.416 0.829 2.673 

 

 ESF の適用有無での符号条件や有意性の変化を見てみ

ると，発地側の特化係数が新たに有意な変数へと変化し，

逆に着地側の地価が有意でない変数へと変化しているこ

とが分かる．詳細な個別係数の解釈については後述する

が，こうした変化は，通常の負の二項重力モデルを推定

した際に除外変数バイアスは少なくとも存在しており，

ESF を適用することによってそうしたバイアスが除去さ

れた可能性を示唆するものであると言える． 

 以下，NB-ESF の個別変数について結果の考察を行う． 

 最初に，距離の係数については有意に負であるという

結果が得られており，z 値の大きさからも，工場を移転

には距離が極めて有意な障壁になることが示唆された． 

 所得の係数は，発着地両方について負であるという結

果が得られた．発地側の所得の係数の符号条件について

は正になると予想していたが，今回得られた結果はそれ

とは異なるものとなった．様々な地域要因をコントロー

ルした上では，所得の低さはプッシュ要因もプル要因に

もなるという結果が示唆されたが，これについて都道府

県単位での解釈を行うことは難しい． 

 生産性の係数は，発着地両方について有意ではない．

集計データを用いた今回の分析では，生産性の高さが個

別企業の移転行動に対して参入効果として働いていたの

か，逆に退出効果として働いていたのかを充分に識別す

ることができず，結果としてお互いの効果が相殺してし

まったということが，このような結果が得られたひとつ

の原因であると考えられる． 

 地価の係数も，発着地両方について有意ではない．地

価に関しては，同都道府県内における値の大小のばらつ

きが極めて大きくなっていることが考えられ，県におけ

る地価の代表値を定めることが果たして妥当かという点

の再検討が必要であろう． 

 特化係数の係数は，発着地両方で有意であることが示

されており，符号条件予想と整合する結果が得られた．

即ち，発着地両方の地域である程度の製造業への特化が

無い場合には，その2地域間での工場移転がそもそも発

生しにくくなる傾向があることを示唆すると言えよう． 
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表-4 パラメータ推定結果 

 
NB NB-ESF 

 
Estimate z.value 

 
Estimate z.value 

 
定数項 9.721 0.905 

 
20.720 1.662 * 

距離 −1.820 −18.018 *** −1.785 −17.335 *** 

所得_O −2.100 −2.503 ** −1.691 −1.782 * 

生産性_O −0.024 −0.034 
 

0.170 0.234 
 

地価_O 0.126 0.512 
 

−0.327 −1.452 
 

特化係数_O 0.490 1.259 
 

0.801 2.081 ** 

密度_O 0.139 0.480 
 

0.398 1.483 
 

IC距離_O 0.284 0.932 
 

−0.119 −0.300 
 

市場規模_O 1.341 5.566 *** 1.122 4.250 *** 

所得_D −4.384 −4.108 *** −4.453 −4.324 *** 

生産性_D 0.715 1.493 
 

0.514 0.990 
 

地価_D 0.601 1.747 * 0.283 0.963 
 

特化係数_D 1.717 3.491 *** 1.458 3.538 *** 

密度_D −1.188 −3.256 *** −1.270 −3.746 *** 

IC距離_D 0.208 0.664 
 

−0.279 −0.766 
 

市場規模_D 0.869 4.121 *** 0.824 3.922 *** 

1 𝑟⁄  1.044 3.546 *** 1.197 3.510 *** 

LL −463.419 −455.059 

AIC 960.840 950.120 

N 2162 2162 

※1：***1%水準，**5%水準，*10%水準で有意であることを示す 

※2：z.value はWhite’s Robust Standard Error に基づく 

 

 密度の係数は，着地側のみ有意であるという結果とな

った．このことは即ち，現在立地している地域での用地

確保がままならず，設備拡張が困難であるため，より低

密な地域に移ろうという意思決定は統計的有意に表れな

かったことを意味し，移転元の密度が高かろうが低かろ

うが関係なく，移転先の事業所密度の低い地域への転入

が多く行われる傾向があることを示唆する． 

 IC 距離の係数は，発着地両方について有意ではない．

一方で，多くの工業団地が輸送コストの節約を理由とし

て IC の近隣に立地しているという事実を踏まえれば，

IC 距離の県単位での中央値は，着地側の県内の交通ア

クセシビリティを代表する変数としては少なくともうま

く機能していない可能性がある．よって，可住地面積当

たり IC 数など別の変数を定義して，再分析を行う余地

が存在することが考えられる． 

 市場規模の係数は，発着地両方で有意に正であるとい

う結果が得られ，符号条件予想と整合する結果が得られ

た．即ち，ある程度大きな市場への近接が無い場合には，

その 2地域間での工場移転がそもそも発生しにくくなる

ということを示唆する結果であると言えよう． 

 最後に，過分散パラメータ 1 𝑟⁄  は 1%水準で有意であ

ることから，ポアソン重力モデルによる推定は正しくな

く，負の二項重力モデルに基づく過分散の考慮の必要性

を示す結果であると言えよう． 

b) 空間効果についての考察 

 ここでは，空間重み行列の固有ベクトルによってコン

トロールされた空間効果についての考察を行う． 

 (1)の手続きにより，発地側と着地側でそれぞれ5本ず

つの固有ベクトルが部分集合として選択されたが，パラ

メータ推定の結果，発地側の固有ベクトルからは2本，

着地側の固有ベクトルからは1本が有意な固有となった．

以下ではそれら固有ベクトルについて考察する． 

 まず，発地側に対応する有意な固有ベクトルV1 (z = 

2.471)  と V5 (z = −2.391)  の空間パターンを図示したのが

図1である．各々の固有ベクトルは互いに直交するため，

極めて異なる空間パターンを表現する．しかし，2つの

固有ベクトルの空間パターンに共通する傾向として，関

東地方，とりわけ南関東地方において，転出に正の影響

を与えるクラスターが存在していることが見て取れる． 

 同様にして，着地側に対応する有意な固有ベクトル 

V3 (z = 2.305)  の空間パターンを図示したのが図2である

が，やはり関東地方において，転入に正の影響を与える

クラスターが存在していることが見て取れる．こうした

傾向から，今回の分析で用いた説明変数群ではコントロ

ールされなかった，移転フローを増加させる地域固有の

効果が関東地方において存在することが示唆された．移

転の流れは，関東地方という日本の経済活動の中心地に

近接した地域に集中して起きていることが示唆された． 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 887



 

  

 

 

図-1 ：有意な発地側の固有ベクトル V1 (上), V5 (下) 

 

図-2 ：有意な着地側の固有ベクトル V3 

 

5. 結論 

 本研究は，日本の都道府県を対象とし，地域間工場移

転件数の決定要因をフローデータを用いて実証的に分析

したものである．重力モデルを用いることによって，従

前は変数として考慮されることが少なかった転出元の情

報を推定の際に取り込み，企業の拠点が地域へ移転する

際の経路を明示化した上での分析を試みた点に特長があ

る．また，フローデータを扱う際の問題として指摘され

ているフローの空間従属性について，ESF アプローチを

用いることにより，空間的なパターンを持つ除外変数の

コントロールを行うという形で対処を試みた点にも特長

がある． 

 以下では，本研究の分析結果から得られる示唆を総括

する． 

 最初に，低密な地域への工場移転の傾向が示されたこ

とから，工場の地方移転の流れは現在に至るまで続いて

いることが示唆されたが，自地域がそうした流れに乗る

ためには，工場転出が起こるポテンシャルがある地域に

近接していることに加えて，ある程度大きな経済規模や

産業集積といった，地域経済の基礎体力をどれだけ持っ

ているかが極めて重要であると言えよう． 

 また，地方移転が続いているといっても，移転フロー

は依然として関東地方に偏在している傾向があり，その

圏域は地方部へ徐々に広がっているものの，日本の産業

集積移転の構造は，やはり首都圏を中心として形成され

ているということが示唆された． 

 最後に，本研究の今後の課題を述べる． 

 本研究では都道府県という，比較的大きな地域単位で

の分析を行ったが，多くの既存研究で有意な変数となっ

ていた地価や交通アクセシビリティといった変数は，本

研究では有意な変数とはならなかった．そのため，それ

ら変数が有意にならなかった理由を考察し，都道府県と

いう大きな地域単位に対応した，適切な代表値の選択を

行うことが必要である． 

 また，今回用いたフローデータは，9割超というかな

り大きな割合でゼロを含むデータである．こうした過剰

なゼロを含むデータを扱えるカウントデータモデルとし

てしばしば用いられるモデルに，ゼロ過剰モデルや障壁

モデルがある (Hilbe, 2011)．しかし，それらはいずれも2

段階モデルであるため，重力モデルとの組み合わせで推

定を行うことに理論的な妥当性があるか否かがについて

は大きな疑念があり，本研究では分析モデルに用いるこ

とはしていない．ゼロ過剰モデルや障壁モデルといった

2段階モデル以外にも，過剰なゼロへ対処を行うことが

可能なモデルについての追加的なサーベイを行い，デー

タの生成過程の特徴にあったモデルの選択を行うことが，

今後望まれる展開のひとつである． 

Mean: 0.000 

SD: 0.146 

Mean: 0.000 

SD: 0.146 

Mean: 0.000 

SD: 0.146 
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